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会計ディスクロージャー制度の展望

A Overview of Accounting Disclosures

1.序

会計ディスクロージャーは､本来株主,債権者,

投資者その他企業利害関係者の意思決定に役立つ

ためにおこなわれる｡ここに情報の流れから見る

と情報を発信する側面と受信する側面がある｡会

計ディスクロージャーに関して発信する側面 (企

莱)からは社会､経済的活動についてある種の成

果を自己の見解 (主観的､客観的)にもとづいて､

受信する側面 (企業利害関係者)に伝達すること

である｡

会計ディスクロージャーにおいて企業の社会 ･

経済活動をどの範囲までどのように把捉するかと

いうことは重要な意義がある｡ここでは狭義に企

業の経営活動を把握し､無数に存在する企業情報

の中から､基本的に必要なデーターを選別し､解

釈し､整然と関係者に対しその意味と価値を報告､

伝達するものである｡

しかしディスクロージャーの語義については､

閉された､あるいは隠れた事実を開示するという

意味が込められている｡今 日ではある主体が自ら

保有する情報を一般に開示する意味に解されてい

るが､しかしその背景には進んで情報を開示する

意図はなく何らかの力によって開示しなければな

らない意味が含まれているO

語義的にはディスクロージャーは ｢ある主体が､

その行動によってインパクトを受ける利害関係者

に対 して､主体の行動に関する事実や状態を社会

的に開示し､主体と利害関係者間の､もしくは利

害関係者相互間のコンフリクトを解消し､そのア

カウンタビリティー をまっとうす るこ とであ

る｡｣(1)と定義される｡

ディスクロージャーを構成する要因として大き

くは情報の存在､情報を提供する開示主体 (発信

主体)､情報を受取る主体 (受信主体)､情報から
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与えられるインパクトなどで＼ある｡発信側から開

示された情報は受信側の判断資料 となり､受信主

体の責任と判断のもとにおいて行動することにな

る｡提供された情報の信頼性が確保されているこ

とを前提にディスクロージャーは情報を受信する

側面の解釈力､分析力によってその意味と価値は

違ってくる｡｢このような能力は､受け手の要求す

る価値､適切な行動に関する確実性の有無につい

ての受け手の判断力､受信過程におけるその他の

妨害要因によって大きな影響を受ける｣｡(2)

会計ディスクロージャーは無数に存在する情報

を一定量に圧縮し､必要なものと有用なものとを

開示することになるが､発信する側 と受信する側

との間には､必要性､有用性の解釈に隔たりが存

在する｡情報の価値特質において両者の考えは一

致しない｡発する側は情報をあまり開示 したくな

い､受ける側はなるべ く多くの情報を得たいとい

う力関係が常に存在する｡一般に情報は発する側

に多く存在し､発する側が情報を提供するにあた

って自己に有利性が期待できると判断したとき､

受ける側の要望に応ずる傾向がある｡従って発す

る側は積極的に不利な情報の提供はおこなわれな

い｡

会計ディスクロージャーの範囲とするところは

基本的には経営成績､財政状態といった財務報告

が中心である｡ここでいう主要な利害関係者は､

株主､債権者､投資者､消費者等であるが､これ

らの者は財務報告を情報として受け取 り､自己の

意思決定に影響させる手段とする｡その財務報告

内容が､自己の意思決定に与える影響力が強いか､

弱いか､意思決定にあたってどれ位不確実性を除

去できるかどうかによって財務報告内容の価値づ

けが決まる｡

今 日､制度会計のディスクロージャーに関し法

規の定めがあるし､信頼性の保証を確保する手段
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も講ぜられている｡しかし企業が積極的､自発的､

自主的にディスクローズしているか､情報の透明

性､情報の有用性､価値の観点から考慮すれば問

題が多く存在する｡現実的には会計ディスクロー

ジャーは､消極的､形式的､義務的な開示に終っ

ている｡情報を発する側の企業から､｢私的企業情

報｣の面と企業の ｢公共性の役割情報｣の帰属問

題 との関係において､どこまでを開示すべきであ

るかということは高度の政策判断によらなければ

ならない｡(3)また開示にあたって費用負担の問題

も存在する｡

現在の会計制度にもとづ く財務諸表は､企業会

計原則､商法､証券取引法に準拠して作成されて

いる｡制度的ディスクロージャーとしては法務省

令 としての商法 ･計算書類規則と大蔵省令 として

の証券取引法 ･財務諸表規則がある｡商法は経営

者の株主に対する受託責任の報告を目的とし配当

可能利益算出の定めであり､証券取引法は投資家

保護のための情報提供の役割を果たしている｡

企業会計原則､商法､証券取引法にもとづいて

作成される財務諸表は､株主､投資者､債権者､

一般消費 ヱ大衆に配付される会計ディスクロージ

ャーとして重要な機能を果たす｡しかし､社会的､

経済的な機能が増大すると共に､財務諸表の利用

者層が増加し､公表財務諸表に対する価値､評価､

要望の内容が少しづつ変化して来ている｡企業は

これに対しいかに対応していくべきか､統一的な

見解を出すことができるかそのことが課題となる｡

従来会計ディスクロージャーは､企業周辺の株

主等利害関係者の経済的な意思決定情報に役立し

めるためであったが､今 日では企業活動のベース

となる社会基盤､社会的活動に関する情報を無視

し､遠ざけては多くの不都合を生じさせている｡

観点を変えて企業は一定の会計情報をなぜ開示

するかについて､株主､債権者は企業に資金を提

供し､企業は配当､利子を分配するという関係の

もとにエクイティ-アカウンタビリティで説明さ

れることが多い｡利害の相互関係発生のもとに状

況説明､ある意図を含んだ情報開示の必要性が発

生する｡開示の制度としては､自発的､任意的情

報開示か､もしくは法規的､強制的情報開示とい

うことになる｡

強制的開示は法規､契約等の関係のもとにおい

ておこなわれる｡強制的開示条項がなければ､情

報は一部の者のみが知 り､一般には非開示のまま

の状態におかれ不利な立場になる｡

任意的情報開示か強制的情報開示かの折合の問

題と共に ｢企業行動の内容の複雑化､行動半径の

拡大の結果として､企業はその存続発展に不可欠

な新たな資源を必要とし､ここに新らしい資源提

供者の登場を見､次第にエクイティ-アカウンタ

ビリティの関係が拡大されてゆ く｣(4)ように経済

社会発展が続けられる｡

会計情報の基本である財務諸表は会計記録シス

テムから作成されたものであるが､しかしその意

味するものは､社会全体の複雑化にともなって多

義的な情報の意味を要求されている｡会計情報を

作成する者が､記録､測定､伝達､報告という一

面的な手段によって作成された情報の意味と情報

利用者が解釈した意味との問に大 きなギャップが

あれば､会計による情報伝達機能は有効に働いた

とは言えない｡単一の企業会計システムによって

企業活動を多種の利害関係者に多面的に説明する

ことは多くの困難を伴う.会計ディスクロージャ

ーに関し､いろいろな領域から多面的な要請があ

ったときにいかに対応していかなければならない

か重要な局面にさしかかっている｡一律的な会計

ディスクロージャーに検討が加えられなければな

らない｡主としてここでは制度会計上のディスク

ロージャーの課題について展望し､環境変化と制

度会計の対応､それに伴うディスクロージャー問

題について触れて見たい｡

2.会計情報 とデ ィスク E)-ジャー

経済､社会環境の進展と共に企業の作成する会

計情報量は膨大なものとなっている｡

国際化社会､情報化社会､高度化社会による新

しい動きがそのまま企業取引に反映しているから

である｡企業の作成する情報形態 として､FAS
Bの財務会計の諸概念によると(丑 財務諸表､(む

財務諸表への注記(5)､(診 補足情報､① その他の

財務報告の手段､そして①から① までの領域を｢財

務報告｣とし､さらに⑤ として ｢その他の情報｣

を加え､投資､与信およびこれに類似する意思決

定にとって有用なすべての情報と位置づけている｡
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財務諸表と財務報告とを明確に区分している点

である｡

G)の財務諸表の内容として貸借対照表､損益計

算書､キャッシュフロー計算書､株主持分増

減計算書｡

②の注記として､会計方針､偶発事象の事例な

ど｡

③ 補足情報として､価格変動の開示｡

① 財務報告の手段として､株主への挨拶｡

⑤ その他の情報として､経済統計､会社の近

況などを例示している｡

FASBの財務会計の諸概念によると､企業内

答の開示が前記①より⑤までの領域において開示

可能であることが知 り得る｡

会計情報の開示は一般的には次の三つのどれか

に属 し開示される｡

(∋ 基本財務諸表として組入れ開示する｡

(診 基本財務諸表に開示基準に基づいて注記､

補足情報で開示する｡

③ 財務諸表以外の箇所､媒体で情報開示する｡

わが国の商法上の取扱いを見ると､営業報告書

(商法計算書類規則第45条)が計算書類に含まれ

ている点である｡この営業報告書の上で企業の会

計情報が開示されなければならないという条文に

なる｡商法第45条によると ｢営業報告書には､次

の事項その他会社の状況に関する重要な事項を記

載しなければならない｣としている｡

｢その営業年度における営業の経過及び成果(餐

金調達の状況及び設備投資の状況を含む)｣､同2

項には ｢営業の部分が分かれている会社にあって

は､前項第2号の記載はその部門別にもしなけれ

ばならない｡ただし､資金調達の状況､その他の

記載が困粍な事項についてはこの限りでない｣と

ある｡

｢営業の経過及び成果｣､｢資金調達の状況｣､｢設

備投資の状況｣､｢部門別の状況｣これらについて

は､経団連ならびに全国株懇連合会よりそれぞれ

ひな型､モデルが発表されている｡昭和57年 6月

および10月に具体的な記載括針が出されている訳

であるが､実際に公表された開示内容について､

結論から申せば期待される開示の役割を果たして

いないところに我が国の会計情報開示に関する問

題点が潜在すると言える｡今後 ｢営業報告書の構

126

成､区分､配列については､会社の状況を正確に

判断することができるように､会社の創意と工夫

が必要｣(6)となる｡

営業報告書の会計に関する部分の具体的内容を

分類して例示すれば次のようになる｡(7)

(9 売上高､当期利益､純資産､総資産等の金額

で､会計帳簿に基づ く数値｡会計帳簿に基づか

ない数値例えば､受注高､販売予測高は含まれ

ない｡

② 売上高の対前年増減率､ 1株当り当期利益､

子会社株式の所有割合､過去3年の売上を示す

グラフ等の会計帳簿の金額を基礎 として導き出

された比率､拍数､図表等｡

(卦 企業結合の経過および成果に関して､記載さ

れた金額で､子会社等の貸借対照表､損益計算

書等に基づ くもの｡

① 会社の財産又は損益の状態に重要な影響を及

ぼす後発事象｡

商法の営業報告書によっては､財務諸表の数値

は表示されてはいるが､数値が作成された背景に

ついて､質的要因などがわずかでも知れることが

できるような開示が望まれる｡

営業報告書の内容記載についての指針が出され

たのは､昭和57年であるからその間経済発展と社

会状況の変貌があるので新しい指針､基準の設定

を検討し時代にマッチさせることが望まれる｡こ

れは国際化社会の中に存在する日本経済､日本企

業にとって重要な課題である｡企業側に関しては

開示情報を有用とするためにも積極的に営業の経

過及び成果等については記載すべき方向で検討を

重ねなければならないと思われる｡

3.会計情報開示の課題

(1) 関連当事者 との取引の開示

標記に関する取扱通達が平成2年12月25日大蔵

省より通知が出された｡

その 〔開示の趣旨〕によると､関連当事者との

取引は､独立した対等な立場で行われるその他の

当事者との取引 (一般取引)には通常みられない

ような条件で行われることがある｡関連当事者と

の取引も､外形上､一般取引と変わらない法的形

式が整えられ､しかも通例､両者は混然一体とし
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て財務諸表に集約的に表示されるため､財務諸表

の外観からは容易には識別できない｡

このため関連当事者 との取引が提出会社の財政

状態や経営成績に及ぼす影響を投資者が適切に判

断できるよう､関連当事者との取引を財務諸表の

｢補完情報｣として開示することが､米国､カナ

ダ等においておこなわれている｡このような関連

当事者との取引に係る情報は証券取引法の下でも

有益な投資情報と考えられており､現に役員､支

配株主等との取引の開示が求められているところ

であるが､今般､国際調和の観点を踏まえて関連

当事者の範囲の拡大､開示内容の充実を図ること

としたとして､以下 (2)､関連当事者の定義関係

(3)､開示内容関係 (4)､開示様式の順で説明がな

されている｡(8)

日米構造協議と系列ディスクロージャーに関し

ては､外交的､政治的インパクトが直接の契機と

なってディスクロージャーの改善が行われたとい

うことは､企業の国際化､企業会計の国際化とい

う大きな波が次々とおしよせて来る感じがする｡

ここでは会計の情報開示国際化-の道のひとつと

して課題をとり上げてみたい｡関連当事者との取

引の開示は米国等ですでに実施しており､国際調

和の視点から取 り上げられたものであることはう

かがわれる｡これが第一弾であって､情報開示に

関する国際調和の課題は山積していることを予想

しておかなければならない｡

このたびの通達の内容の解説として ｢企業の個

別の取引内容についての社会的妥当性や適法性を

開示させることを意図したものではない｣(9)｢その

目的を超えで情報を無制限に開示させるものでは

ない｣(9)としている｡

これは何を物語るものであろうか､情報の受信

主体のベクトルを代って述べていることになる｡

それを自ら制止し､ここではあくまでも証券取引

法のディスクロージャー固有の領域の枠内で取 り

扱われていることに注目しておくべきである｡ し

かし関連当事者との取引のディスクロ-ジャは証

券取引法以外の領域において有用価値が派生し､

さらに利用効率の上から多面的な要望意見が出さ

れて来ると思われる｡

系列の問題は日本 と米国の経済慣習の違いを調

整するためのものであるが､系列関係が存在する

理由は､日本側から見た場合一定の経済的合理性

が認められるが､しかし同時にグループ内だけの

取引が協調され､対日直接投資を阻害し､反競争

的取引慣行が生起する原因となる｡｢そのような懸

念に対し､政府として系列問題をより開放的かつ

透明なものとするよう所要の措置を講ずることと

されている｣(ll)としている｡

系列問題に係るディスクロージャーの改善とし

て提示されたものは次のとおりである｡

① 関連当事者間取引についての開示の充実｡

(勤 連結財務諸表の有価証券報告書等本体-の組

み入れ｡

③ セグメント情報の開示｡

① 個別財務報告における主要顧客別の売上高の

開示｡

前期通達解説によると､国際的調和の観点から

我が国のディスクロージャーを考えた場合､改善

が必要と判断されたのが上記4項目であるという｡

従来関連当事者 (第1条27号の5)との取引は

一般の取引にはみられない条件で行われていたが､

これらの状況については一般投資家は知 り得なか

った｡これを今回､｢財務諸表を補完する機能｣を

もった開示制度に改められたOこの種の開示は､

従来の証券取引法の下でも部分的になされていた

が､｢国際的調和｣の観点から本開示の先駆国であ

る米国の基準等を参考に ｢関連当事者の範囲の拡

大｣｢開示内容の充実｣を行い体系的､包括的な開

示制度として整備されたものであるOこれにより

一応は企業間取引の透明性を高めることに資する

と思われる｡

関連当事者の範囲が､親会社､子会社､兄弟会

社､関連会社､役員､近親者､その他重要な関連

当事者-拡大され､報告会社との間に出資､人事､

資金､技術取引等の関係を通じて､財務､経営上､

｢支配｣ないし ｢重要な影響｣が認められる者と

いうように拡大明示された｡

｢支配｣とは出資､人事､資金､技術､取引等

の関係を通じて他の者の財務及び営業の方針決定

を指示し若しくは強制し得る力を有する場合 (過

逮)

｢重要な影響｣､支配には至らないが､上記の関

係を通じて財務及び営業の方針の決定に相当程度

関与し得る力を有する場合 (通達)
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これらに関し､監査第-委月会より ｢関連当事

者との取引に係る情報の開示に関するガイドライ

ン｣(12)が平成3年 3月26日付で公表されている｡

取扱通達上､開示内容関係において(取引)(敬

引条件)等の記載方法が示されているが､取引の

開示､取引条件等の開示にあたりどこまで開示す

るべきかが重要課題であろう｡

企業にとっては対外的企業秘密､経営戦略と関

連して来るので痛し拝しとなる｡取引の開示､取

引条件の開示は開示によって競争上の地位､有利

性が変ることも考えられ､現実的にどこまで開示

するのか､企業の戦略方針と一般投資家の開示期

待とあわせて重要な判断箇所となる｡その企業に

関心を持つ株主専門家､アナリストは時期､数値､

名称､内容､商品､サービスその他を見ることに

よって内容はほぼ把握することができる｡

同ガイドラインはこれらの状況を踏まえて次の

ようにガイドしている｡

｢各社にあっては､こうしたモデルを参考に実

情に応じた適切な開示を行うよう工夫していくこ

とが大事である｡また取引条件ないし取引条件の

決定方針等の記載の仕方について､いくつかの異

なる取引条件等を示しているが､これも同様であ

る｣(13)と一応は基本的な指針としている｡

開示内容関係 (取引)の中でひとつだけ問題点

を指摘し将来の課題としておきたい｡それは役員

報酬が取引の開示趣旨からみて､開示を要しない

ことになっている点である｡

一般に役員報酬は､具体的な金額を総会決議で

定めているのであれば､附属明細書(計規第47条)

で開示を求める必要はないと考えられるが､具体

的な役員報酬支給額を何らかの形で開示する必要

が出てくるのではと思う｡日本では経営は集団で

おこない役月個人の業績が表れて来ない｡また個

々の報酬を公開することはプライバシィ-とのか

ねあいもあっておこなわれていない｡しかし投資

家サイドは経営効率の上から経営者コストを考え

開示するケースもうかがわれる｡現在販売費､管

理費として役員報酬が記載されてはいるが､とく

に明瞭表示とも言い難い｡附属明細書の該当する

箇所においても然りである｡

関連当事者との取引においても役員報酬の開示

を要しない趣旨は上記と似たような葺里由で除かれ
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たかも知れない｡ある側面から見るならば､取締

役の責任､監査役の責任を追求できるのは第一段

階で株主総会における株主の権利主張の発言だけ

である｡

取締役の役員報酬､主要株主と会社との取引に

関する開示､無償の利益供与､名目取引等に関し

ては､一般取引とは異なり､公平性を欠く場合も

あろうし､競争市場の前提を欠くこともあろうか

ら一層の開示が求められて来ると想像される｡し

たがって､情報作成作業において複雑性の問題､

コスト､ベネフィットとの関係を調整しながら､

｢関連当事者との取引｣に関しては､もう少し詳

しい開示があってもよいのではなかと考えられる｡

(2)ディスクロージャーの国際化

経済の国際化と共に企業の国際取引も活発とな

り対外投資､貿易活動は増大している｡企業の国

際取引と相まって国際会計について考慮しなけれ

ばならない｡

国際会計とは(》 親会社及び外国子会社の会計

で､国際連結会計､外貨換算会計､国際振替価格

等の問題がある.(勤 各国の比較会計､会計報告

実務における国際的な多様性の認識､各国の会計

原則や会計実務の理解及び多様な会計実務が財務

報告に及ぼす影響､(診 世界会計システム､世界

的に承認､遵守される会計基準の確立などが課題

となる｡(14)

企業活動の国際化は会計情報を国際規模で作成

する必要がある｡各国の文化､社会､経済､政治

基盤が異なる中で作成された財務諸表はそのまま

国際的には通用しない｡国際的調和を斑るための

国際化会計とディスクロージャー制度の確立が要

請される｡財務諸表の作成基準は国際的に統一さ

れなければならない｡在外子会社等の財務情報の

作成に際して､本国と現地国との間で言語や通貨

の違いだけでなく､会計基準､会計法規､商慣習

等が異なる場合に､どの国の基準を採用すべきか

が重要な問題となる｡(15)

実務的には財務報告を国際的に活用するため自

国語に翻訳し情報として利用し､その利用の方法､

解釈に混乱があり意思決定に影響を与えていた｡

これらを克服するためヨーロッパ共同体 (EC)､

国際連合 (UN)､経済協力開発機構 (OEC
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D)､国際会計基準委員会 (IASC)などが会計

の国際的調和化活動を実施している｡(16)

ここでは国際的観点からの情報開示の事例とし

てOECD情報開示ガイドラインについて触れる｡

これは1976年6月 ｢国際投資および多国籍企業に

関する宣言｣を発表し､その附属文書として ｢多

国籍企業の行動ガイドライン｣を制定したもので

ある｡一般方針､情報公開､財務､課税等に関し

て多国籍企業が遵守すべき項目を列挙している｡

情報公開についてはあらまし次のようである｡

企業は適切な期間内で､通常の基準で､しかし

少なくとも年に一度は､全体としての企業に係わ

る次の事項を含む財務情報および適切な情報を開

示すべきである｡

1.親会社の名称と位置を示す企業の構造､その

子会社における相互間の株式所有を含む直接的

かつ間接的持分比率｡

2.経営活動が展開されている地理的領域､親会

社およびその主要な子会社によって､そこで行

われている主要活動｡

3.地理的領域別の経営成果と売上高､および全

体としての企業にとっての主要な事業系列別の

売上高｡

その他重要な新規資本投資高､資金計算書､従

業月平均実数､研究､開発支出高､企業集団内振

替価格設定の方針､開示情報の会計方針､達路上

の会計方針などを含めている｡

これらをもとにして､営業成果､売上高､新規

投資､資金計算書､従業月平均実数､会計方針､

セグメント別情報､財務報告書作成に対する税制

の及ぼす影響､連結会計､銀行､保険業部門に対

する情報開示､振替価格､年金会計などについて

研究がなされている｡

ここで作成される国際会計基準は各E]会計実務

をつよく拘束するものとなり､会計基準の国際的

調和という点において､OECDの研究作業は注

目される｡(17)

このようにOECDは国際社会にあって国際会

計情報の開示に関するレベルアップを図っており

貴重な仕事をおこなっているものと理解される｡

以上のような事例にもあるように､日本の企業

の国際化プロセスは､① 輸出入中心段階､(勤 現

地化段階､③ 国際化段階､④ 多国籍段階､G)

グローバル化段階と進むことが予想され､(18)それ

ぞれ位置する段階で国際化の影響､国際会計基準

を意識し対応していかなければならない｡情報開

示に関しては国際化への道が幅広 く適応されるよ

うになるものと思われる｡

(3)時価情報の開示の課題

現在の経済状況を見るに企業資産のうち､特に

土地価格､有価証券価格の乱高下がはなはだしい｡

個々の資産価格は取得原価に対し経済実態を正し

く反映していないのが芙情である｡

情報の開示という観点から貸借対照表の資産実

態を知 りたいと望む人々に､尿価主義で表示され

た数値によって､直接には実勢を把握し得ない｡

原価主義は､資産の取得から費消または売却に

至るまでの記録計算上､｢検証可能性｣と｢実行可

能性｣という特性を強くもっている｡そのため経

営者が財産の管理運営に関する代理人としての受

託責任を果たすために､また配当可能利益や課税

所得といった分配可能利益を計算するために有用

な評価基準とされており､今日ひろく世界の各国

において採用され､またわが国でも商法､税法､

証券取引法などの会計法令に導入されている｡(19)

原価主義をとる限り､時価情報の開示という点

では実態を知り得ず､公表された財務諸表上では､

原価主義価額と時価との差額が情報としてオフバ

ランスとなっていることにひとつの問題がある｡

公表財務諸表の機能を､企業の社会的機能､社

会的存在価値という点から広 くとらえるならば､

公表財務諸表の限界､短所を内部に保有すること

にもなる｡ここに経済変動にもとづ く財務諸表項

目の価格変動に対応する情報開示のシステムが課

題となる｡短的に言えばそれも投資家サイドから

見て時価情報をどのように扱うべきか､扱ってい

るのかということになる｡現実的調整方法として

は､原価主義による情報開示では実態を正しく反

映しないので ｢時価情報｣を補足的に､追加的に

提示し調整しているがこれは一種の便法といえる｡

原価主義も時価主義もそれぞれ長所と短所を持

ちどちらか一方という決着は不可能であるが､原

価主義の短所を補う意味で ｢時価情報｣が要所に

おいて採用されて来ている｡

原価主義が､一般に公正妥当な企業会計の方式
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として採用される理由は､① 代理人会計機能､

② 分配可能利益の算定という､社会的機能を果

たすからである｡このためには検証可能性､制度

的実行可能性､保守主義性というような支えが必

要である｡

現在の商法は複数の資産評価基準を定めている｡

原価主義が原則であるが､任意的に低価主義を､

一定の条件のもとに時価までの評価減が強制され

ている｡(商法第34条､第285条､第285条の7､財

規第41条､第81条)商法の評価基準は利益を算定

するためにはこうあるべきだという主張の根底に

あるものは､分配可能利益算定のためにその計算

過程の方法として評価基準が制定されているもの

と解せられる｡これから推移して商法は分配可能

利益算定という目的に合致する範囲で情報を開示

するということが考えられる｡

ことの出発点を分配可能利益算定のプロセスか

らではなく､その企業から企業実態に則する情報

の提供､開示を必要とする場合､分配可能利益に

集約された利益概念による財務会計情報では要望

を充分みたさない｡ここでの情報の開示は分配可

能利益に集約されるプロセスから派出したもので

あるから時価は考慮されていない｡時価を考慮し

た情報が必要 となってくる｡

証券取引法上の､有価証券報告書において､保

有有価証券の銘柄､株式数､取得価雀乱 貸借対照

表価額等を附属明細表上において開示される｡土

地の保有に関しては､所在地､面積､帳簿価額を

｢設備の状況｣の箇所において開示することにな

っている｡

有価証券の時価､土地価額についてはそれぞれ

取引所の相場表､地価の公示価緬等を参照するこ

とによって､各時価の概要を知ることができるの

で ｢時価情報｣の間接表示ともいえる｡

｢時価情報｣に関して商法は分配可能利益の算

定に基準がおかれるため時価と原価との問には一

定の距能が存在する｡しかし証券取引法に関して

は ｢時価情報｣と原価 との距経は縮められている

と見受ける｡

長い間このような状況下にあって､平成 2年 5

月29日､企業会計審議会第一部会は ｢先物 ･オプ

ション取引等の会計基準に関する意見書等につい

て｣を公表した｡ここでは先物 ･オプションに係
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る時価情報に加えて､現物有価証券の時価の開示

を勧告 している｡

これを受けて平成 2年12月25日大蔵省より ｢市

場性ある有価証券及び先物 ･オプション取引等の

時価情報の開示ついて｣と題する取扱内容を定め

各界に通知した｡

企業会計審議会の報告書では､財務諸表の体系

を基本財務諸表と補足情報とに分け､基本財務諸

表に関しては取得主義会計により､補足情報に時

価情報を開示するという方針が採用されている｡

これは取得原価主義の限界を補うため｢時価情報｣

を補足情報として開示することが現段階で有効で

あると判断されたことによると思われる｡

企業の現時点での実態を表示するという要望の

もとに､短期投資又は保有資産を時価で評価し､

未実現であるが保有損益をタイムリーに開示する

ことは意義がある｡

エクイティエアカウンタビリティの立場におい

て ｢取引事実主義に立脚する取得原価主義会計の

もとでは､企業は含み益のある資産のみを売却し

て利益を計上し､逆に含み損のある資産の売却を

延期することによって､随意､利益を生み出すこ

とができ､その道の取引によって損失を計上する

ことができる｣(20)､｢このような操作を抑止するた

めにも保有損益の開示は有効である｣(21)といえよ

う｡

経営効果として､時価情報を開示することによ

り､含み資産が表示され､含み資産に対する金融

機関の担保評価能力となってあらわれ経営上有利

に展開されることになる｡しかし反面､保有損益

を分配可能利益の領域に入れると､配当要求､課

税対象の問題に発展する可能性があるので､現在

の原価主義会計と時価情報の調整を法規制の上か

ら､さらに検討が加えられなければならない｡

客観的に見て､現在の財務諸表は原価主義によ

らざるを得ないが､取得原価のみでは他の事実を

判断し得ない場合が生ずるので今後の論点は時価

情報の課題が多く採用されるものと思う｡それは

負債概念の拡張解釈､あるいは資産概念の拡張解

釈(22)を通じておこなわれて来るに違いない｡

(4) 情報開示多様化の課題

昭和61年10月31日企業会計審議より､わが国の
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企業の資金調達､経営活動の多角化､国際化等の

進展に伴い､証券取引法に基づ くディスクロージ

ャー制度をめ ぐる環境は著しく変化して来ている

ものと認識し､ディスクロージャー制度の開示内

容について改善､充実を図るため次の4項目につ

いて中間報告がなされた｡｢連結財務諸表｣｢資金

線情報｣｢セグメント情報｣｢四半期情報｣の4点

である｡

これら4項目が一挙に課題として報告されたこ

とは情報開示にあたり､財務諸表の内容について

改善､充実を図る必然性があったからである｡開

示すべき情報の量と質の面において何らかの手を

打つ必要があったからこの中間報告が公表された

ものであろう｡経済社会の発展と共に開示すべき

情報の量と質について多くの課題と論議を引き起

すことは必定である｡ここでは上記4項目につい

てそれぞれが持つ不備について考え将来改善され

るべきものとして見たい｡

〔連結財務諸表〕

この中間報告が出される背景は企業の国際化に

より､国内企業から国外企業へと向っていること､

企業結合形態が複雑になっていることなど環境が

大きく変っていることによる｡

この中で例えば海外の会計処理基準により作成

された連結子会社等の財務諸表等はできるだけ日

本の会計処理基準に修正して連結処理しなければ

ならないことがある｡しかしFASBステー トメ

ントによる退職年金の会計処理や リース会計の場

合､日本の会計処理基準に修正することが困葉箆な

ものもある｡米国における会計処理基準と日本の

会計処理基準の間に隔りがある場合があるので､

その相違点を考慮し米国会計基準に近づいていく

方策が考えられなければならない｡(23)

〔資金繰情報〕

資金繰表を資金収支表と改め､その表示内容 と

様式を示している｡資金の範囲を現預金から市場

性のある一時所有の有価証券に拡大している｡こ

れら改善により企業の資金収支に対し､財務情報

利用者の必要に対応することができる｡しかし公

表された中間報告において､資金収支表が外部の

利用者にどのような目的で情報を提供するかが明

確になっていない｡投資家は ｢収益力の予測｣を､

債権者は ｢支払能力の予測｣､企業側は ｢資金調達

能力｣などの目的が考えられる｡この目的によっ

て資金概念の違い､開示の形式､内容が変って来

る｡各企業において資金繰 り状況については多面

的な内容形式になっているのでこれを収致し得る

かどうか大変な作業を控えていることになる｡

〔セグメント情報〕

不備と考えられるものの例として､親会社､子

会社の所在地別セグメント情報と営業損益の開示

を求めていない｡在外子会社に関する財務情報の

地域別開示がない｡

セグメント資産の表示がない｡｢セグメント資産

を開示する目的は､情報利用者に､企業の異なる

セグメントへの相対的な段階で投資額を吟味させ､

セグメントの成績をそれぞれの投資額との関連に

おいて､セグメントの投資収益率によって評価さ

せる｣(24)のである｡

今後､情報要求の多様化によりセグメント情報

の拡張が予想される｡

〔四半期情報の開示〕

現在､中間財務諸表として半期財務諸表が制定

されている｡これとあわせてアメリカの制度であ

る四半期情報が作成されるとなると情報過重にな

るし､企業側のコス ト負担も重なる｡これは半期

報告か四半期情報の開示かの選択の問題であ る｡

しかしタイムリーなディスクロージャーという課

題から考えれば別の道も考慮されてくる｡例えば

EDGARシステムの迅速処理による情報活用で

ある｡(25)

4.ディスクロージャーの社会的課題

環境変化と制度会計

制度会計においては企業の利害関係者に対して

財務諸表を中心に会計情報を提示 し､補足的に記

述報告を添えている｡その原理はその企業に対す

るエクイティ保有者が､その経営管理者に受託責

任関係を成立させておき､資本と利益の増減とい

う複式簿記の理論にもとづ くものである｡受託責

任者はその期間の資産､負債､資本の状況を説明
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しなければならない｡当初において会計責任の対

象はエクイティ保有者に限られるが､次第に法的

根拠の存否は別として､企業の利害関係者層を拡

大して受託責任概念も拡大して考えるようになっ

て来ている｡これはエクイティエアカウンタビリ

ティの社会的概念拡張解釈ということになる｡拡

張された受託責任は会計責任と非会計責任 との関

係づけの調整が必要となって来る｡時代の変化､

社会環境の変化 と共に資本と利益の増減のみによ

る会計情報だけでなく､企業の定性的な状況をも

知 り得る情報の必要が求められている｡会計責任

領域のうちどれが拡張され､社会的アカウンタビ

リティに関連するかを究明しなければならない｡

会計ディスクロージャーのあり方も時代の変化､

環境の変化と共に変貌して来ている｡企業の利害

関係者屑が厚 くなり範囲も拡大しているため､従

来の財務諸表を中心とする制度会計による会計情

報では社会環境の変化に対応する情報開示として

は不足するものがある｡企業と社会の関係は直接

的には市場での取引 (貨幣を通して製品､サービ

スの交換)と間接的に生ずる派生的社会関係が重

層化したものである｡株主､債権者､資産者､消

費者､従業員は地域住民としての立場にあって､

企業はこれらの人々に環境問題､従業員の福利厚

生問題､製品の安全性責任､地域社会貢献度､文

化的活動支援問題に関係を持つ｡企業は環境に多

面的な役割と機能を持ち､これを無視することは

できない｡この状況のもとに会計の役割は社会的

にどのように果たすべきなのかが課題となる｡デ

ィスクロージャーということを通じて､例えば企

業と社会環境情報の開示はいかにあるべきか､財

務会計報告の中にいかに盛 り込まれるものなのか､

環境情報の信頼性保証はどうあるべきかというこ

とである｡

いま社会的受託責任が存在するとして社会の利

害関係者に社会関連報告を位置づける考え方とし

て二つの方法がある｡

1.企業の受託責任を拡大解釈し､広義の社会

的保管役割を持たせるところの社会関連報告

を理解する｡- 受託責任概念の拡大解釈｡

2.企業と社会的利害関係者との財務的､非財

務的契約-と契約概念を拡張して社会関連報

告を位置づける｡- 財務､非財務的契約概
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念の拡張｡(26)

会計機能によって作成される財務諸表の中心概

念は､資産､負債､資本､収益､費用であり､利

益と資本概念に集約される｡重要な企業行動の指

標となる｡社会環境に存在する企業が､環境に関

する情報がこの会計の基礎概念と離れて論ぜられ

て来た｡(27)極論すれば企業が環境に与えるマイナ

スの行動を会計的には遠ざけて､利益概念､資本

概念の情報開示をおこなっていたことになる｡

会計人は組織の行動が環境に及ぼす影響を測定

するための技法の採用について責任があり､何ら

かの測定の確実性を検証することにも責任がある｡

会計人は企業が環境関連法規を遵守しているかど

うか を証拠にもづいて検討 しなければならな

い ｡(28)

会計人は企業 と環境との問題において発生する

化学的､物理的､生物学的､技術的諸関係を直接

的貨幣換算測定技術を持ち合せていない｡

環境基準､環境変化の測定､比較､法規の適合

性について判断すべき能力を持っていない｡当該

専門家の協力を得て財務諸表に環境情報の開示に

ついて研究されなければならない｡環境情報をコ

スト概念､費用概念で把握する理論的基盤が要請

される｡簡潔に申せば財務諸表の中で､環境志向

的取引の表示を区別することによって､直接的な

効果をあげることができる(29)のである｡理論的考

慮と実際の開示行為は別であろうが､会計勘定科

目的処理では､環境規則のための設備､およびこ

れに対する減価償却費を明示する｡環境関連費用

は当該科目を用いるか､付属明細表､脚注､追加

的情報で表示されるようにする｡運用面においてぺい
の利益の隠蔽､偶発的な環境コストの方便 となり

かねないが､環境に関連する負債性引当金 も開示

対象となる｡これらの手段を精細に構築すること

によって環境関連情報の開示の手がかりになる｡

企業の利害関係者は利益､資本の状況､流動性､

安全性､収益性等に関する財務情報だけでなく､

その範囲を広げて企業の社会責任に関する情報を

開示されることを望んでおり､これをも判断に加

えなければ企業の実態を把握し得ないのではない

かと思われる｡企業の社会責任のディスクロージ

ャーの方法について例えば次の三点がある｡(30)

1.現代会計制度をそのまま利用して社会責任
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を開示する｡

2.現行会計制度のフレームワークだけを利用

し､別途に社会責任開示のための財務諸表を

添付する｡

3.現行会計制度 とはまったく別に､新しく社

会責任開示のためのディスクロージャーシス

テムを考える｡

上記 1.2.の方法は勘定科目に工夫を重ね表

示形式を改めれば実行可能性は充分考えられる｡

3.の方法にあっては社会責任､環境情報に関す

る一般基準と社会監査制度の基準が確立しなけれ

ば不可能であると思われる｡

企業の環境に関連するディスクロージャーは企

業にとって有利と判断されるときのみにしか開示

されていない｡実に不完全で抽象的な文章説明で

なされている｡環境関連情報は一般に ｢営業報告

書｣の中で説明されている｡

例えば次の事例がある｡

◎三菱商事の事例- 営業報告書

｢地球環境問題への取組｣
｢当社は昨年 4月 『地球環境室』を設置し､企

業活動 と環境のより良い調和を目指して､具体的

な対応を進めています｡｣(31)

◎東北電力の事例- 営業報告書

｢営業の経過および成果ならびに対処すべき課

題｣

｢原子力施設全般の安全性､必要性をはじめと

したエネルギー問題について､地域の皆様のご理

解をより一層深めていただくよう全力を尽 くすと

ともに､環境問題については､『地球環境問題対策

推進会議』のもとで設備の効率化をはじめ､風力

発電､燃料電池などの新エネルギーや二酸化炭素

の除去､固定化に関する技術開発などに鋭意取り

組んでいるところであります｡(32)

◎ゼクセルの事例- 営業報告書

｢会社が対処すべ き課題｣

○地球環境保護への積極的対応

｢今や地球規模で環境保全が求められておりま

す｡企業の事業活動により地球環境に影響を及ぼ

すようなことがあってはなりません｡製品活動､

工場活動を通して､また､市民企業としての活動

を通じて F人と地球のより快適な環境実現』に向

け､これまで以上に環境保全に対し､積極的に取

組んでまいります｡(33)

今日各企業は経営方針の中に環境保全､地球環

境保護を特に意識している｡このことは企業の社

会責任､環境との密着性のより深い関係を示すも

ので､あらゆる機会を把えて開示に努めていると

理解される｡

営業報告書の記載様式､内容については何ら制

約がないので､環境情報を開示する必要はない｡

しかし企業と環境の密着性､企業が社会環境に与

える重要な影響､例えば環境関連情報についてデ

ィスクローズする要請が前より高まっている｡会

計理論と同居しにくい環境情報をどのように組み

合せていくのかは重要なことである｡企業の利害

関係者のある当事者は企業の収益性に関心を持ち､

ある当事者は企業の社会関連に関心を持つ場合が

ある｡前者は端的に利益目標､後者は社会目標と

いうことになる｡もしくは前者は経済的成果と後

者は社会公益成果の違いとなってあらわれる｡こ

の両局面において大きなギャップが存在する｡企

業の公表する財務諸表､営業報告書等で両者を満

足することに尚不足するものがある｡それぞれに

不足する情報開示が求められるのは自然の姿であ

ろう｡

AAA委員会報告の環境問題についての文章説

明に必要な項目として次例が紹介されている｡こ

れは環境情報の必要項目を把握する上で有力な手

がかりとなるものである｡

1.環境問題の認識

規制､課された規制基準､守るべき最低基準､

違反に対する罰金､未履行契約に含まれる環境

上考慮すべきことがら､およびその他の偶発的

なことがらと関連のある組織上の特殊問題｡

2.組織の削減目標

削減計画の詳しい説明､時間計画の予定､コ

ス トないし予定支出額の見積 り｡

3.組織の進行状況

認識可能な進行状況の説明､今日までのコス

ト､予測される未来コスト､組織の環境目標に

関連のある適切な非貨幣的情報｡

4.重要な環境問題が組織の財政状態､収益力お
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よび企業活動に及ぼす影響のディスクロ-ジャ

()

これらの列挙項目から環境関係に関してある程

度の情報を集約的に把握できる｡これをもとに財

務会計の側面から企業に与える影響､環境に与え

る影響についてのディスクロージャーは可能 と思

われる｡このディスクロージャーに関する信頼性

の付与､保証は監査の立場から実施されなければ

ならない｡制度会計に対する環境関連情報の開示

のあ り方､ 日本の実情に合 う監査体系また確立さ

れていない｡環境情報のディスクロージャー と環

境監査のモデルを作 り上げることが急務 となる｡

5.結

会計情報の内容は､企業が現在の社会､経済事

象をどのように認識するのか､利害関係者をどの

範囲まで確定するのか､そしてどのような会計認

識基準を採用 しているのかは重要なことである｡

いづれ会計的には､複式簿記の原理により勘定形

式により経済事象は二面的に分解され会計的に変

換､表示される｡経済事象の測定 目的､伝達 目的

によって会計情報の意味､内容は影響を受ける｡

企業の利害関係者はそれぞれの領域において利害

が対立し錯綜 している｡企業はどの領域に力を入

れて会計情報を作成するのか､簿記原理に流入さ

せ る会計思考は何かによって会計ディスクロージ

ャーの道 も変って来る｡従来の単一原理による会

計思考によったものでは複雑な社会変化に対応で

きない｡会計ディスクロージャー制度 も社会の要

請に対応したものに変貌しないと会計制度も立ち

遅れてしまう｡

(いとう じろう 教授)

(1992.7.7受理)
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